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序　　　　　文

日本国政府は、コロンビア共和国からの技術協力の要請に基づき、小規模農家の市場志向型農

業改善プロジェクトを実施することを決定しました。

これを受け、独立行政法人国際協力機構は、2013 年 8 月 25 日から 9 月 13 日まで当機構農村開

発部畑作地帯課企画役・西村貴志を団長とした詳細計画策定調査団を派遣し、プロジェクトの要

請背景等についてコロンビア共和国政府関係者と協議を行うとともに、プロジェクトサイトの調

査や関連資料の収集を行いました。

本報告書は、これら調査結果、協議結果を取りまとめたものであり、今後の本プロジェクト実

施にあたり、広く関係者に活用されることを願うものです。

ここに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を表しま

す。

平成 26 年 4 月

独立行政法人国際協力機構

農村開発部長　北中　真人
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事業事前評価表（地球規模課題対応国際科学技術協力（SATREPS））

国際協力機構農村開発部畑作地帯課

１．案件名

国　名：コロンビア共和国

案件名：

和名：　 遺伝的改良と先端フィールド管理技術の活用によるラテンアメリカ型省資源稲作の

開発と定着プロジェクト

英名：　 Project for Development and Adoption of Latin American Low-Input Rice Production System 
through Genetic Improvement and Advanced Field-Management Technologies

２．事業の背景と必要性

（１）当該国における農業・稲作セクターの現状と課題

コロンビア共和国（以下、「コロンビア」と記す）においては、コメは全農地面積（340
万 ha）の 13％である約 45 万 ha を占めており、コーヒー、トウモロコシに次いで広く栽培

されている主要作物である。コロンビアのコメ生産量は 254 万トン（籾付）（2011 年、FAO）

にのぼり、ラテンアメリカではブラジル、ペルーに次ぐ主要な生産国のひとつとなってい

る。

コメの栽培においては、全作付面積の約 57％に当たる 24万 haで灌漑が行われている〔2011
年、コロンビア稲生産者連合会（FEDEARROZ）〕が、かけ流しの田越し灌漑が主流となっ

ており、水の利用効率は低い。また近年は、これまで作付けが行われてこなかった乾期作の

要望が高くなってきている一方で、旱魃等の影響による生産の減少が問題となっており、限

られた水資源を効率的に利用するニーズが高くなっている。

さらに、水稲作の生産コストは近隣諸国に比べて相対的に高く、不適切な水管理、施肥管

理技術の不足等が原因となり、米国と比べて約 20％、ペルーと比べて約 15％高いと推定さ

れている〔コロンビア農業・農村開発省（MARD）〕。そのため、今後、米国との間で交わさ

れた自由貿易協定（FTA：2012 年 5 月発効）のスケジュール 1 に従って、安価なコメの輸入

量が増加すれば、コロンビアの稲作農家に大きな影響が出ることが予想されている。

こうした状況下で、稲作の競争力を強化するために、水資源・施肥成分の利用効率を高め

る省資源型稲作技術の開発に資する研究の実施が求められている。同国では、稲作研究は主

に FEDEARROZ とコロンビアに拠点を置く国際熱帯農業センター（CIAT）が、研究成果の

普及は FEDEARROZ とラテンアメリカ水稲基金（FLAR）が担っており、CIAT を含めたこれ

らの機関が本件実施の中心となる。

なお、コロンビアでは、2006 年以降、治安の回復により、武装勢力からの国内避難民の

農村地域への帰還が行われており、政府はこれら国内避難民を中心とした小規模農家への農

業技術支援を行うことを重要政策として進めている。その対象作物のひとつとして、主要作

物であるコメが想定されており、省資源型稲作技術を開発する本プロジェクトが国内避難民

1
　  輸入割当制度は 19 年間にわたり適用される。初年度の割り当て輸入量は、79,000 トン、関税率は 60％となっている。当初 5 年

間は関税率の引き下げは行われず、割り当て輸入量は毎年 5％ずつ拡大される。
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支援に貢献することも期待されている。

（２）当該国における農業・稲作セクターの開発政策と本事業の位置づけ

コロンビア国家開発計画（2010 ～ 2014 年）に基づく現行の農業政策においては、農民の

生活水準の向上を図ることを目標として、経済発展の原動力としての農業及び土地政策への

積極的な取り組みを行うこととしている。

稲作に関して、MARD は、2011 年に稲作生産計画を提案し、FEDEARROZ、 CIAT、コロン

ビア農牧業開発機構（CORPOICA）、国立大学及び精米業者に同計画への参加を要請してき

ている。

（３）当該国における農業・稲作セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績

我が国の「対コロンビア　国別援助方針」（2013 年 3 月）においては、重点開発課題として、

「均衡のとれた経済成長」が挙げられている。

本プロジェクトは、省資源稲作技術の開発を通じた小規模農家、地域経済の活性化に資す

る協力であり、前述の援助方針に沿った事業展開計画における「地域開発プログラム」の一

コンポーネントとして位置づけられるものである。

なお、稲作に係る研究協力の実績として、科学技術研究員派遣（2012 年）「窒素利用効率

の高度化による農業生産由来の温室効果ガスの削減」が挙げられる。当該案件では、CIAT
において、窒素利用効率の高い穀物（イネ）の効率的な評価技術及び窒素肥料の環境影響評

価技術を確立し、窒素利用効率を向上させたイネの選抜により窒素肥料の投入量を削減する

ことを主目的とした共同研究が行われた。

（４）他の援助機関の対応

稲作分野に関しては、カカオとイネ等を対象としたアグロフォレストリーに関する協力

が、EU の支援の下、2009 年から実施された実績がある。また、ドイツ国際協力公社（GIZ）
の協力により、イネやトウモロコシと熱帯牧草の混作に関する研究が FEDEARROZ と CIAT
において実施されている。いずれの機関においても、水稲の研究開発に焦点をあてた協力は

実施されておらず、本プロジェクトとの重複は想定されない。

３．事業概要

（１）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む）

本プロジェクトは、水、肥料を効率的に取り込める遺伝子をもったイネ新系統の開発、施

肥管理・節水栽培技術の確立、栽培技術の統合を通じて省資源稲作技術を開発し、もってコ

ロンビア国内農家への省資源稲作技術の普及に資することをめざす。

（２）事業スケジュール（協力期間）

2014 年 3 月から 2019 年 2 月を予定（計 60 カ月）

（３）本事業の受益者（ターゲットグループ）

直接受益者：次の各機関の研究者総勢 13 名
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・国際熱帯農業センター（CIAT）
・コロンビア稲生産者連合会（FEDEARROZ）
・ラテンアメリカ水稲基金（FLAR）
・国立バジェ大学

最終受益者：コロンビア国の稲作農家　21,800 戸

（４）総事業費（日本側）

約 3.0 億円

（５）相手国側実施機関

農業・農村開発省を主管官庁とし、実施機関の CIAT、FEDEARROZ、FLAR、国立バジェ

大学の研究者が本プロジェクトに参画する。

プロジェクト成果のコロンビアにおける普及に関しては、FEDEARROZ（対コロンビア国

内）及び FLAR（対ラテンアメリカ諸国）が 2018 年の初めまでに実施体制と予算措置を含

む普及計画を策定する。

（６）国内協力機関

東京大学、独立行政法人農業生物資源研究所、東京農工大学、九州大学

（７）投入（インプット）

１）日本側

専門家派遣（遺伝学、リモートセンシング、土壌、肥料、作物モデル、水資源管理、水

文学、土壌センサー及び精密農業技術移転、業務調整等）、供与機材（遺伝子型分析機材、

表現型分析機、フィールド調査用機材、土壌分析機、水文資源計測器等）、研修員受入

れ、運営管理費等

２）コロンビア側

カウンターパート〔プロジェクトダイレクター（MARD）、プロジェクトマネジャー

（CIAT）及び研究員（CIAT、FEDEARROZ、FLAR、国立バジェ大学）〕の配置、ラボスペー

ス、温室、実験圃場の確保、運営管理費等

（８）環境社会配慮・貧困削減・社会開発

環境に対する影響／用地取得・住民移転

①カテゴリ分類： C
②カテゴリ分類の根拠

技術協力プロジェクトによる人材育成を通じた研究枠組みの構築を主たる目的とする共

同研究事業であり、国際協力機構環境社会配慮ガイドライン（2012 年 4 月公布）上、環

境への望ましくない影響は最小限であると判断される。
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（９）関連する援助活動

１）わが国の援助活動

なし

２）他ドナー等の援助活動

なし

４．協力の枠組み

（１）協力概要

１）上位目標と指標：

プロジェクトで開発された省資源稲作技術がコロンビアとラテンアメリカの農家に普及

される。

指標：

１． プロジェクトで開発された省資源稲作技術がコロンビアにおいて X2％の農家に取り

入れられる。

２． 少なくともラテンアメリカの 2 カ国において普及活動が実施される。

２）プロジェクト目標と指標：

省資源稲作技術及びその実用化に資する技術を開発する。

指標：

省資源稲作生産に関する技術指針と普及の手段が明らかになる。

３）成果

１． QTL3 遺伝子集積により水・養分利用効率の高いイネの新品種に向けた育成系統 4 が

作出される。

２．効率的な施肥栽培管理のための技術が開発される。

３．流域スケール 5 で効果のある節水栽培技術が確立される。

４．精密農業 6 が試行され、技術の伝達と人材の育成システム 7 が構築される。

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール）

（１）前提条件

・コロンビアにおける治安状況が著しく悪化しない。

2
　FEDEARROZ による普及計画が策定される 2018 年に数値を決定する。

3
　 QTL（Quantitative Trait Locus；量的形質遺伝子座）：複数の遺伝子の効果の組み合わせによって決定される農業上有用な形質を指す。

4
　品種登録前の品種候補。

5
　流域単位。

6
　 精密農業とは、「複雑で多様なばらつきのある農場に対し、事実を記録し、その記録に基づくきめ細やかなばらつき管理を行い、

収量、品質の向上及び環境負荷低減を総合的に達成しようという農場管理手法」（東京農工大学、澁澤教授）を指す。＜詳細：

http://www.s.affrc.go.jp/docs/report/report24/no24_p3.htm ＞
7
　先進農家の経験・農業技術をデータ化し新規参入農家への伝達を可能とする仕組み。
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・極端な異常気象が生じない。

（２）外部条件

・コロンビア政府のコメ生産に対する方針に大きな変化が生じない。

・コロンビア内の稲作振興関連機関の権限と連携体制に大きな変化が生じない。

６．評価結果

本事業は、コロンビアの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また

計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用

（１）類似案件の評価結果

ボリビア国で 2000 年から 2005 年にわたり実施された「小規模農家向け優良稲種子普及計

画」では、パイロット地域内の小規模稲作農家を対象とし、高品質・高収量の稲種子の普及

システムが確立された。同案件の事後評価では、農家の収穫方法の違いから、開発された品

種のうち脱粒性が高いあるいは脱粒性が低いなどの理由で支持されないものがあったとの指

摘がなされている。

（２）本事業への教訓

本案件では、将来的に品種として登録される新系統の開発を予定しており、開発した系統

/ 品種が農家に受け入れられないことがないように、収穫及び収穫後処理まで見通したうえ

で農家に受け入れられやすい品種を選定するようこととする。また、施肥管理、水管理手法

の提案に際しても、技術的優位性に加え、経済性や技術の難易度の観点からも農家が採用し

やすい手法となるよう、研究の各段階で配慮する。

８．今後の評価計画

（１）今後の評価に用いる主な指標

４．（１）のとおり。

（２）今後の評価計画

2016 年 9 月頃　中間レビュー

2018 年 9 月頃　終了時評価
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第１章　調査の概要

１－１　要請の背景及び経緯

コロンビア共和国（以下、「コロンビア」と記す）は、近年、急速な経済発展を達成してお

り、2012 年の 1 人当たりの国民総所得（GNI）は 7,020 ドルとなっている。貧困率は 2002 年には

49.7％であったのが、2012 年には 32.7％まで減少してきており、特に都市部（主要 13 都市）の

貧困率は 18.9％（極度の貧困率 3.3％）と改善されている。

一方で、1980 年代以降活発化したゲリラ活動の影響により、農村部の開発は遅れ、農村部の

貧困率は依然 46.8％（極度の貧困率 22.8％）と高く、農村部と都市部の格差が問題となっている

（Objetivos de Desarrollo del Milenio Colombia 2014）。
このゲリラ活動活発化の影響を受け、農村部より多数の避難民が発生し、都市部への人口流入

が発生していたが、2006 年以降は治安の回復を受け、避難民が徐々に農村部へ戻る動きがみら

れている。

コロンビア政府は、国家開発計画（2011 年）において、農産物競争力強化のための生産性増

大と生産コスト削減の必要性に言及するとともに、国内に存在する地域間格差是正を重要な政策

のひとつとして挙げている。特に、コロンビアにおける主食であり、主要作物のひとつであるコ

メについては、ゲリラからの国内帰還民を含む小規模農家が導入可能な作物と期待されており、

農業・農村開発省は、それら小規模農家による稲作の技術支援を強化したい意向がある。

―方で、現行のコメの栽培方法では肥料、水の利用効率が悪く、生産コストは米国と比べて約

20％、ペルーと比べて約 15％高いと推定されているため、省資源型栽培技術の開発が求められ

ている。

こうした背景の下、コロンビアにおいてコメに関する研究を行っている国際農業研究協議グ

ループ（CGIAR）に属する国際熱帯農業センター（CIAT）を中心的な実施機関とする ､ 省資源

型稲作技術の開発に資する研究に関する要請が農業・農村開発省を通じ ､ わが国に対してなされ

たものである。

１－２　調査団の構成

担当分野 氏名 所属

1 総括 西村　貴志 JICA　農村開発部畑作地帯課　企画役

2 研究総括 岡田　謙介 東京大学　教授

3 評価分析 菊川　武 センティノス・インコーポレイテッド

4 研究企画 * 浅沼　修一 JST 研究主幹（名古屋大学教授）

5 科学技術計画・評価（1）* 井上　千尋 JST 地球規模課題国際協力室　主査

6 科学技術計画・評価（2）* 梅村　佳美 JST 地球規模課題国際協力室　調査員

* はオブザーバーとしての参加

１－３　調査日程

2013 年 8 月 25 日～ 2013 年 9 月 13 日まで。詳細は付属資料１のとおり。
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１－４　主要面談者

以下の表のとおり。

所属先 役職 氏名

コロンビア国際協力庁

（APC-Colombia）

国際協力部長 CAROLINA TENORIO

日本担当 MARIA PEÑA SARMIENTO

農業担当 EDUARDO GUERRERO

農業・農村開発省

（MARD）

技術開発衛生保護部 GUSTAVO ALDANA

企画予算フォローアップ部 MARIA AGUILERA

アドバイザー JUANITA ARANGO

コーディネーター CLAUDIO VILLA

コーディネーター NESTOR HERNANDEZ

コンサルタント WILLIAM ESCOBAR

国際熱帯農業センター

（CIAT）

プログラムリーダー EDGAR TORRES

研究スタッフ MANABU ISHITANI

研究スタッフ MICKELGOMEZSELVARAT

農業アナリスト MINABO CHITSIN

稲生産者連合会

（FEDEARROZ）

ジェネラルダイレクター RAFAEL HERNANDEZ

事務局長 ROSA LUCIA ROJAS

技術部次長 PATRICIA GUZMAN

技術次長補佐 ELKIN FLOREZ

サブマネージャー MILTON SALAZAR

研究員 ARMANDO CASTILLO

研究員 LEIDY AVILA SANCHEZ

研究員 NATALIA  ESPINOZA

研究員 XIMENA BLANCO

ラテンアメリカ水稲基金

（FLAR）

所長 EDUARDO GRATEROL

研究員 SANTIAGO JARAMILLO

農家

ALBERTO MEJIA

JUAN GAMBIN

FELIX ARANGO

JICA コロンビア支所

支所長 HIDEMITU SAKURAI

企画調整員 KIRIKO UKUDA

担当 CATALINA BASTIDAS
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第２章　協力分野の現状と課題

２－１　プロジェクト実施の背景

２－１－ 1　現状と課題

（１）農業一般

コロンビアにおける耕地可能な面積は 1,000 万 ha と推定されているが、現在の耕作地

は 340 万 ha（国土の 3％）である。作付面積は、コーヒーが 78 万 ha で最大を占め、トウ

モロコシ、コメがそれに続き、それぞれ 53 万 ha、47 万 ha を占めている。

農産物の輸出額はコーヒーが 2,635 百万ドル（2011 年）で最大であり、世界第２位を誇

る。－方、トウモロコシ、小麦、大豆（粕、油）が、主にアルゼンチンや米国より輸入さ

れている。

（２）稲作

コメはコロンビアの主食であり、1 人当たりのコメの消費量は年間 35.2kg（2009 年）と

なっている。コロンビアのコメの生産量は、196 万 t（2012 年）であり、ラテンアメリカ

ではブラジル、ペルーに次いで多いが、生産量は需要と桔抗しており、不足する年には、

一部を輸入に頼っている。

コロンビアの稲作形態は、①灌漑機械化稲作、②天水機械化稲作、③天水伝統的稲作の

3 つに分けられる。①は中央地域（Centro）、サンタンデレス地域（Santanderes）、バホ・カ

ウカ地域（Bajo Cauca）、北部沿岸地域（Costa Norte）、ジャノス地域（Llanos）と広く行わ

れているが、特に中央地域に多い。②はバホ・カウカ地域、ジャノス地域で、③はパホ・

カウカ地域で主に実施されている（図２－１参照）。

コメの単位面積当たりの収穫量は灌漑機械化地域では 7.0t/ha、天水機械化地域では

5.3t/ha、天水伝統的稲作地域では1.7t/haである
1
。国全体の平均値は4.1t/ha2

であり、アメリ

カ（8.3t/ha）、ペルー（7.3t/ha）と比べて低い。―方で生産コストは米国と比べて約 20％、

ペルーと比べて約 15％高いと推定されている（農業・農村開発省）。

一方、コロンビアと米国の自由貿易協定（FTA）が 2012 年５月に発効し、今後協定ス

ケジュールに従って米国からのコメの輸入量が増加することが想定されており、農業・農

村開発省は危機感を募らせている
3
。これに対して国内のコメの競争力を強化するため、生

産効率を向上させ、コストを削減することが求められている。

また、コロンビア政府は、2011 年に制定した「被害者法・土地返還法」に基づきゲリ

ラによって収奪された土地を避難民に返還し、農村地域への帰還を促進している。帰還民

は返還された土地において農業を再開することになるが、その対象作物として稲作が想定

されている。農業・農村開発省は、地域間格差是正の観点から、これら帰還民を含む農村

部の小規模農家に対する技術支援を重要な政策と位置づけており、小規撲農家でも実践可

能な省資源型稲作技術の革新とその普及が重要な課題となっている。

1
　第三国稲作農業センサス 2007 より

2
　FAOSTAT 2012 より。ただし、データによってばらつきがあり、6t 程度とするデータもある。

3
　 輸入割当制度は 19 年間にわたって適用される。当初 6 年は据置期間として関税率の引き下げは行われず、輸入割当量は初年度割

当量から毎年 5％ずつ拡大される。初年度の割当量は 79,000t、関税率は 60％となっている。
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Mapa Arrocero de Colombia
Sistema de Cultivo

出典：FEDEARROZ プレゼン資料 2013（第３回ナショナルライスセンサス）

図２－１　コロンビアのコメの栽培地域（農法別）

（３）研究体制

稲作に係る研究は、主に、国際熱帯農業センター（CIAT）、コメの生産者組合である稲

生産者連合会（FEDEARROZ）や大学など国内の国際機関、民間、大学における複数の機

関の達携によって実施されている。CIAT の研究成果はコロンビア国内にも提供されてい

るが、他国の研究機関、研究者とも研究情報交換、連携を図っている。

農業・農村開発省は 2011 年にこれら稲作関達研究機関を中心にした国内稲作作業部会

の立ち上げを行った。農業・農村開発省傘下のコロンビア農牧業開発機構（CORPOICA）

も参加することになったものの、現時点で参加は実現していない。

（４）普及体制

稲作技術の普及についても政府機関の関与は極めて限定的であり、現時点では、FEDE-
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ARROZ が中心に実施しているのみである。FEDEARROZ による普及活動は、農家圃場に

て直接栽培技術の指導を行うほか、直接指導できない農家については、技術者派遺、ラジ

オ、パンフレットなどを通じて知見の共有、普及を図っている。現在、直接普及活動を行

うスタッフは組繊内に 25 名おり、全国の FEDEARROZ 事務所に分散している。

また、ラテンアメリカ地域における稲作に係る技術移転、普及を担当するラテンアメリ

カ水稲基金（FLAR）が、CIAT と同じ敷地内に事務所をもっており、FEDEARROZ と協調

しながら他のラテンアメリカ諸国との達携を図っている。

２－１－２　相手国政策上の位置づけ

2011 年に発表されたサントス政権の新たな国家開発計画「全国民の繁栄」における重点分

野は次のとおり。

１．基本理念 全国民の繁栄

２．重点分野

1. 社会統合と地域発展

2. 持続的成長と競争力

3. 機会の均等

4. 平和の構築

5. 技術革新

6. 環境持続性

7. グッドガバナンス

8. 国際的地位

３． 2014 年までの主なマクロ経済指標

1. 経済成長率 6.2％の達成

2. 失業率 8.9％に低減

3. 貧困率を 22.4％、極貧率を 9.5％に低減

4. 海外からの直接投資額 132 億ドルの達成

重点分野「2. 持続的成長と競争力」において、その分野目標達成のために、①技術革新、

②競争力と生産性向上に向けた政策、③成長を促進し雇用を生む 5 つの「原動力」の活性化、

の 3 つの柱に取り組むことが必要としている。この「原動力」のひとつとして、「農業と地域

開発」が設定されており、農産物競争力強化のための生産性増大と生産コスト削減の必要性に

言及している。また、「原動力」としての農業セクターの発展が、国家の持続的発展を促進さ

せ、圏内に存在する地域間格差是正に貢献し、経済と社会の結びつきをつくるものと定義して

いる。

２－１－３　わが国政策上の位置づけ

「対コロンビア共和国　国別援助方針」においては、『コロンビアの持続的な経済成長、環

境問題及び災害や平和の定着などに向けた取組を支援することは、我が国との伝統的な友好関

係を一層強化することに加え、「人間の安全保障」の観点から意義がある』と定められている。

そのなかで、援助の基本方針（大目標）としては、「均衡のとれた持続的社会経済発展への
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支援」が掲げられている。またその方針肉容として、「貧富の格差、産業の多様化・競争力の

強化やゲリラ組織との紛争で発生している国内避難民の社会統合、環境・防災といった問題に

対処しつつ、より均衡のとれた持続的社会経済発展を実現するためのコロンビア政府の取組を

支援していく」と提示されている。

この基本方針を実現するために「均衡のとれた経済成長」と「環境問題及び災害への取組」

の 2 つが重点分野として設定されている。

２－１－４　当該セクターにおけるドナー協力の状況

農業・農村開発省によると、稲作に関する支援を行っている機関としては上述の CIAT、
FLAR のみであり、ほかに二国間ドナー、国際機関の支援は確認できなかった。なお、このほ

か、国際連合食糧農業機関（FAO）がコロンビアの農業セクター全般において支援を行ってい

る。

２－２　プロジェクトの基本計画

２－２－１　プロジェクトの戦略

本プロジェクトは、水、肥料を効率的に取り込める深根性の形質を発現する遺伝子をもった

イネ新系統の開発、施肥管理・節水栽培技術の確立、栽培技術の統合を通じて省資源稲作技術

を開発し、もってコロンビア圏内農家への省資源稲作技術の普及に資することをめざすもので

ある。

プロジェクト実施期聞が 5 年間という制約があるため、事前の試験等に一定の時間を要する

新品種の開発は不可能と判断し、プロジェクト目標としては、新系統の作出までを設定してい

る。プロジェクト終了後、コロンビア側実施機関によって、必要な試験・手続きを経て、品種

の登録が行われることが期待されている。また、開発された新品種、各種技術に関しては、本

プロジェクトの実施機関でもある FEDEARROZ によってコロンビア圏内の普及を、FLAR に

よって近隣のラテンアメリカ諸国へ普及されることを想定している。

２－２－２　協力概要と枠組み

（１）上位目標と指標：

プロジェクトで開発された省資源稲作技術がコロンビアとラテンアメリカの農家に普

及される。

指標：

１． プロジェクトで開発された省資源稲作技術がコロンビアにおいて X4
％の農家に取

り入れられる。

２． 少なくともラテンアメリカの 2 カ国において普及活動が実施される。

4
　FEDEARROZ による普及計画が策定される 2018 年に数値を決定する。

－ 6 －



（２）プロジェクト目標と指標：

省資源稲作技術及びその実用化に資する技術を開発する。

指標：

省資源稲作生産に関する技術指針と普及の手段が明らかになる。

（３）成果：

１． QTL5
遺伝子集積により水・養分利用効率の高いイネの新品種に向けた育成系統

6
が

作出される。

２．効率的な施肥栽培管理のための技術が開発される。

３．流域スケール
7
で効果のある節水栽培技術が確立される。

４．精密農業
8
が試行され、技術の伝達と人材の育成システム

9
が構築される。

（４）活動

1-1  根系を中心とじた高水・窒素利用効率に関連する遺伝子の検出と育種選抜の為の

マーカーを開発する。

1-2  マーカー選抜育種法による準同質遺伝子系統及びその集積系統を作成する。

1-3  実験圃場において形質評価を行う。

1-4  育成系統を大量増殖する。

2-1  稲生育モデルを選定する。

2-2  甚水状態と畑状態を繰り返す現地の状況に適合するようにモデルのモジュールを

改良する。

2-3  パイロット圃場においてモデルの適合性試験を行いモデルを改良する。

2-4  成果１で開発される新育成系統を用い異なる条件下で適合性試験を行い、水と土

壌のパラメーターを修正する。

2-5  作物モデルの適合性検定を行い施肥反応試験を実施する。

2-6  生育モデルを援用した稲生育栄養診断アルゴリズムを確立する。

2-7  生産者向け施肥意思決定支援システムを確立する。

3-1  節水栽培適応性遺伝子を導入したイネの、異なる土壌栽培環境での形質発現と遺

伝・環境相互作用を評価し、節水効果を向上させる環境条件や栽培方法を明らかに

する。

3-2  土壌プロファイル別の水分吸収と水利用効率を明らかにする。

3-3  水田地帯でのモニタリングにより、水利用効率の低い要因を明らかにする。

5
　 QTL（Quantitative Trait Locus；量的形質遺伝子座）：複数の遺伝子の効果の組み合わせによって決定される農業上有用な形質を指

す。
6
　品種登録前の品種候補。

7
　流域単位。

8
　 精密農業とは、「複雑で多様なばらつきのある農場に対し、事実を記録し、その記録に基づくきめ細やかなばらつき管理を行い、

収量、品質の向上及び環境負荷低減を総合的に達成しようという農場管理手法」（東京農工大学、澁澤教授）を指す。＜詳細：

http：//www.s.affrc.go.jp/docs/report/report24/no24_p3.htm ＞
9
　先進農家の経験・農業技術をデータ化し新規参入農家への伝達を可能とする仕組み。
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3-4  新しい節水型稲作の比較試験を行い、圃場レベルでの節水効果を定量する。

3-5  プロジェクト対象地における基本情報を地理情報システム（GIS）で統合し、分布

型流出モデルを構築する。

3-6  園場レベルでの節水効果を面的に評価する。

3-7  構築したモデルを対象地域に適用し、新規イネ育成系統と節水栽培導入の効果を

面的に評価する。

3-8  GIS 技術を用いて、流域スケールにおける利用可能水利資源量、節水効果、新育成

系統の栽培適正ポテンシャルをマッピングする。

4-1  トラクター搭載型リアルタイム土壌センサーを適用して土壌センシングと検量線

作成・更新圃場マップを作成する。

4-2  圃場マップに基づき精密農業マネジメントを行う。

4-3  精密農業技術のデモンストレーションを行う。

4-4  農匠ナビシステムを援用し、新技術を先進農家から新規参入農家に伝達するシス

テムを構築する。

4-5  構築したシステムを用いて土壌マップの作成、作物、土壌、水管理課題などの個

別技術を伝達し、必要な改良を加える。

4-6  プロジェクトで開発された各種技術を「ラテンアメリカ型省資源稲作技術」として

情報発信する。

（５）プロジェクトサイト

主な活動はバジェデルカウカ県力リ市にある CIAT で実施される。プロジェクトオフィ

スも同 CIAT 内に新設された稲作イノベーションセンター内に設置される。

パイロットサイトとしては、中央地域のトリマ県とジャノス地域のメタ県の農家を想定

している。これは、灌漑稲作の盛んな地域であることと、FEDEARROZ が事務所を構えて

おり、活動を活発に行っている地域であることからパイロット地域として選定された。

ただし、メタ県は治安上の理由から関係者の渡航禁止地域となっているため、日本人専

門家は渡航ができない。そのため、メタ県の活動については、FEDEARROZ のビジャビセ

ンシオ事務所や CIAT のサンタロサステーションと調整を行い、同県コロンビア側チーム

が CIAT 本部を訪問した際や、定期的な TV 会議を行い、情報の共有を図りつつ、活動を

進めることとなる。また、メタ県以外でもコロンビア圏内には渡航禁止区域が多数設定さ

れているため、本プロジェクトの日本側関係者はコロンビア事務所と密に連絡を取りつ

つ、安全に細心の注意を払って行動することになる。

（６）本事業の受益者（ターゲットグループ）

１）直接受益者

次の各機関の研究者総勢 13 名

・国際熱帯農業センター（CIAT）
・コロンビア稲生産者連合会（FEDEARROZ）
・ラテンアメリカ水稲基金（FLAR）
・国立バジェ大学（UNIVALLE）
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２）最終受益者

コロンビア国の稲作農家 21,800 戸

（７）相手国側実施機関

農業・農村開発省を主管官庁とし、実施機関の CIAT、FEDEARROZ、FLAR、国立バ

ジェ大学の研究者が本プロジェクトに参画する。

プロジェクト成果の普及に関しては、FEDEARROZ（対コロンビア国内）と FLAR（対

ラテンアメリカ諸国）が 2018 年の初めまでに実施体制と予算措置を含む普及計画を策定

する。

（８）投入（インプット）

１）日本側

専門家派遣（遺伝学、リモートセンシング、土壌、肥料、作物モデル、水資源管理、

水文学、土壌センサー及び精密農業技術移転、業務調整等）、供与機材（遺伝子型分析

機材、表現型分析機、フィールド調査用機材、土壌分析機、水文資源計測器等）、研修

員受入れ、運営管理費等

２）コロンビア側

カウンターパート〔プロジェクトダイレクター（農業・農村開発省）、プロジェクト

マネジャー（CIAT）及び研究員（CIAT、FEDEARROZ、FLAR、国立バジェ大学）〕の配

置、ラボスペース、温室、実験圃場の確保、運営管理費等

２－２－３　プロジェクトの暫定スケジュール

2014 年 5 月から 2019 年 4 月を予定（計 60 カ月）

２－２－４　プロジェクトの運営管理・モニタリング・評価体制

①　プロジェクトダイレクター：農業・農村開発省（MARD）

②　プロジェクトマネジャー：国際熱帯農業センター（CIAT）
③　プロジェクトリーダー：

コロンビア側：Mr. Ishitani（CIAT）
日本側：岡田謙介（東京大学教授）

④　合同調整委員会（JCC）
研究の全体計画や年間計画を承認するとともに、進捗を管理し、また必要な協議を行う

ために、JCC を設置する。開催頻度は最低年 1 回とし、必要に応じ、随時開催する。議長

はプロジェクトダイレクターが、秘書はプロジェクトマネジャーが担う。その他の主なメ

ンバーは次のとおり。

コロンビア側：  MARD、CIAT、稲生産者連合会（FEDEARROZ）、ラテンアメリカ水稲

基金（FLAR）、国立バジェ大学、コロンビア国際協力庁（APC-Colombia）
日本側：プロジェクト専門家、JICA

⑤　技術委員会（TCC）
詳細な活動計画の策定や、進捗モニタリング等を実施するために、TCC を設置する。
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開催頻度は最低月 1 回とし、必要に応じ、随時開催する。議長はプロジェクトマネジャー

が、秘書はプロジェクトリーダー（コロンビア側）が兼任する。その他の主なメンバーは

次のとおり。

コロンビア側： MARD、CIAT、FEDEARROZ、FLAR、国立バジェ大学、その他の協力

機関

日本側：プロジェクト専門家、JICA

なお、JCC、TCC のいずれについても、日本大使館、独立行政法人科学技術振興機構（JST）
がオブザーバーとして参加できる。また、議長が必要と判断した者も参加可能である。

２－３　実施機関、その他関連機関の状況（組織体制・活動・予算等）

２－３－１　農業・農村開発省（MADR）
（１）概要

MADR はコロンビアにある 17 省庁のひとつであり、そのミッションは「コロンビア国

民の生活レベルと質の向上に貢献するため、地方分権化、協調、参加型の基準に基づき、

競争力があり、公平で持続的な開発を促進するための政策の作成、調整、評価を行う」も

のと定義されている。

本案件においては MADR を主管官庁として位置づけているが、同省は稲作に関する研

究、普及機関を傘下にもっていないため、同省の関与は限定的であり、次のとおり想定し

ている。

①プロジェクトダイレクター（JCC の議長）

②供与機材の供与先（同省から CIAT、FEDEARROZ へ貸与するかたちをとる）

③供与機材輸入時の免税、引き取り手続き

２－３－２　国際熱帯農業研究センター（CIAT）
（１）概要

CIAT は 1967 年にコロンビア政府、ロックフェラー財団、フォード財団、ケロッグ財団

によって設立された、熱帯農業に係る研究・調査を実施する非営利組織であり、国際農業

研究協議グループ（CGIAR）の傘下にある。CGIAR は、世界的規模での活動を行う 15 の

研究機関から成り、農家・科学者・政策立案者と協力して活動している。また、CIAT の

資金は、民間基金・国際機関・各国政府から供給されている。

CIAT は農業の環境効率を増大させることを目的とした研究を通じて熱帯地域の飢餓、

貧困、栄養状態を改善することを目的としている。現時点まで、CIAT は公的・民間セク

ターの研究所及び農家組合との協力による学術研究を行うことができるという強みを生か

すとともに、革新的な問題解決法によって世界レベルの研究成果を挙げてきた。2013 年

時点のスタッフ数は 833 名である。
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（２）組織体制

CIAT の組織図を図２－２に示す。

出典：CIAT 資料（2013 年）

図２－２　CIAT の組織図

（３）主な活動

CIAT は作物品種改良において高いレベルの技術を有しており、同技術を用いて世界中

のキャッサバ、インゲン豆、熱帯飼料作物の改良を行っている。また、ラテンアメリカ及

びカリブ地域向けにコメの研究を実施している。稲作技術については、稲育種素材の提供

を活発に実施しており、稲育種及び土壌研究に関する圃場、実験設備、人材、ノウハウ等

についても高度な研究が可能な体制を構築している。

CIAT は圏内稲作作業部会にて中心的な役割を担っており、圏外の各研究機関等との

ネットワークも有している。また、技術提供・ 移転、普及の面でも圏内向けでは FEDE-
ARROZ、圏外向けではFLARと連携を行い、稲育種素材を提供するとともに、トレーニン

グに対する支援も行っている。

（４）稲作イノベーションセンター

CIAT は本プロジェクトを中心とした稲作関連の研究活動のために「稲作イノベーショ

ンセンター（仮称）」 を設立する予定である。センターは CIAT 内に設置され、本プロジェ

クトに係るネットワークの要としての役割を果たす予定である。

センターにおける主な活動としては次に示す項目が予定されている。
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①　研究・開発

・共同研究やプロジェクト活動に係る調整・活動実施

・現地試験の支援・評価

・各サブテーマ間の調整、活動の円滑化促進

②　技術移転・研修

・コロンビア側研究者、技術者の人材開発

・技術移転のための拠点

・研修、オンザジョブ・トレーニング、ワークショップ等の計画・管理

③　その他

・研究実施状況・成果の情報発信、広報活動

・情報共有同研究のプラットフォーム

・日本側からの問い合わせ対応、便宜供与

２－３－３　稲生産者連合会（FEDEARROZ）
（１）概要

FEDEARROZ は稲作農家がメンバーとなって 1947 年に設立された、稲生産者の協同組

合組織であり、現在組合員数は約 12,000 名となっている。もともと民間組織であるが、

1963 年には政令 101 号によって、コメの売上げの 0.5％が組合費として農家より FEDEAR-
ROZ に徴収されることになり、また、1983 年には政令 67 号により、同資金は国家稲基金

（FNA）として、研究開発、技術移転、商業化などの公的な活動を行う役割を担うことと

なった。このことから、FEDEARROZ は半官半民組織の性質をもっている。

現在、FEDEARROZ は稲作に係る研究、技術移転などとともに、コロンビアの稲作農家

を代表する組織として、また国の政策実施を支援する母体として大きな影響力をもち、活

動している。
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（２）組織体制

FEDEARROZ の組織図を図２－３に示す。

出典：FEDEARROZ 資料（2013 年）

図２－３　FEDEARROZ の組織図

マネジメントの下部組織として、①稲開発管理、②技術管理、③経済調査、④支援ユ

ニットなどがある。

このうち農家を対象とした技術移転を行うスタッフは総勢 25 名おり、地方の現地事務

所（全 25 力所）に配置されている。また、研究開発・試験を行うスタッフは 45 名。その

他、品種改良を担当するスタッフが 7 名。農場運営に係る各種業務を担当するスタッフは

38 名となっている。経済調査を担当するスタッフが 7 名在籍している。

（３）大規模技術適用プログラム（AMTEG）

FEDEARROZ は稲作の生産性向上、競争力向上のために、AMTEG というプロジェクト

を実施している。これは、研究や技術移転の経験から培った知見を、イネの生産過程にい

るさまざまなアクターに、統合的なかたちで移転するものである。2012 年から 5 年間の

計画で実施中であり、本プロジェクトの成果の農民への普及もこの AMTEG を通じて行わ

れる。

２－３－４　ラテンアメリ力水稲基金（FLAR）
（１）概要

FLAR は、ラテンアメリカ諸国の稲作生産者団体及び研究機関からの出資によって 1995
年に設立された組織である。支援団体は 17 カ国の組織 10 及び CIAT となっている。主な

設立目的は、参加機関、参加国における水稲に係る新技術をラテンアメリ力に移転し、稲
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作の推進を図ることにある。現在までに参加国において多くの実績を挙げているが、特に

ブラジル、ウルグアイなどで水稲技術の普及、水管理技術の導入を農家レベルで実施した

経験、実績が高く評価されている。

コロンビアでは FLAR は、FEDEARROZ 同様に CIAT 敷地内にオフィスをもっており、

CIAT 及び FEDEARROZ と連携して業務を行っている。

（２）組織体制

FLAR の組織図を図２－４に示す。職員数は約 700 名である。

出典：FLAR 資料（2013 年）

図２－４　FLAR の組織図

（３）主な活動

FLAR の主なプログラムは次の 3 つから成る。

① 品種改良プログラム

② 稲作技術移転

③ 水管理技術・濯漸農業の導入

FLAR の品種改良ネットワークは図２－５に示すように、熱帯地域及び温帯地域に大別

され、それぞれの地域の拠点をベースに普及活動を展開している。
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出典：FLAR 資料（2013 年）

図２－５　FLAR の品種改良ネットワーク

技術移転にあたっては、直接農家と個別コンサルテーションを行い、適用有効な技術を

確認し、その導入を支援している。また、基金の戦略的支援を受けて、FLAR スタッフを

中心に、farmer-to-farmer の技術移転手法を採用している。さらに、収穫のギャップを最小

限にするために、栽培品種のマネジメントも推進している。

FLAR が移転する対象技術としては、①作付時期の指導、②基礎堆肥の調整技術、③改

良品種の導入、④適切な栽培密度、⑤除草管理、⑥水管理など 6 つの主な項目から成って

いる。

２－３－５　国立バジェ大学（UNIVALLE）
（１）概要

UNIVALLE は、1945 年（法令 012；1945 年 6 月 11 日にバジェデルカウカ県議会にて制定）

に設立された総合大学である。バジェデルカウカ県に設置されているが、キャンパスは、

カリのほか、全 10 カ所に分かれている。

2013 年 1 月時点で約 1,230 人の教員、約 26,700 人の学生を擁している（うち学部生は約

20,000 人、大学院生は約 6,700 人となっている）。

（２）組織体制

UNIVALLE には、人文、自然科学、管理学、保健、経済・社会科学、人学、工学を含む

7 つの学部がある。

本プロジェクトにおいては、人類学部の傘下にある地理・水文学科から研究者が参加す
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る予定である。

しかし、同研究者は元 CIAT の研究員であるというつながりがあって参加するため、大

学として本研究に参加するというよりは、同研究者の本プロジェクトへの参加を大学が許

可するというかたちになる見込みである。そのため、大学としてのプロジェクトへの関与

は限定的である。

２－３－６　コロンビア農牧業開発機構（CORPOICA）

（１）概要

CORPOICA は農業・農村開発省（MARD）の傘下にある公的機関であり、圏内の農業

牧畜セクターにおける研究、技術革新の促進、技術移転を使命としている。MARD より、

同機構を本プロジェクトへ参加させたいという意向があったが、同機構は研究・普及の対

象としてコメを設定しておらず、同機構との協議においても、本プロジェクトへの参加意

思は確認できなかったため、プロジェクトへの参加は見合わせた。

（２）主な活動

CORPOICA は以下のような作物の研究、技術開発を行うとともに、土壌の化学性 / 物

理性の分析、水の分析、飼料の分析など、各種のサービスを提供している。

対象作物：カカオ、果樹、畜産、野菜、永年作物、イモ類、その他

２－３－７　科学技術管理庁（Colciencias）
（１）概要

Colciencias は科学技術を所管する組織であり、科学、技術、革新に係る国家政策を立

案、指導、調整、実行する使命を担っている。1968 年 11 月に法令 2869 号によって設立さ

れ、2009 年の法律 1289 号によって科学管理組織として機能強化がなされている。

同庁も農業・農村開発省（MARD）より、本プロジェクトの関係機関としたいという要

望があったが、直接の関与は想定されていないため、本プロジェクトには含めていない。

（２）主な活動

また 1998 年の法律 489 号により規定されている Colciencias の主なタスクは次のとおり

である。

①　科学技術に係る短期から長期にわたる政策を立案すること。

② 　国家開発法に基づき科学技術の国家政策・計画・プログラム等を立案、設計、採

択すること。

③　科学技術に係る人材育成計画を推進すること。

④　開発戦略を構築し、投資計画を実行すること。

⑤ 　科学技術開発計画に係る圏内組織との調整、国際的協力に係る調整を行うこと。

⑥　科学技術国家システムにおける優先順位、選択基準などを規定する。

⑦　科学技術振興のためのインセンティブ付与、支援、開発リソース譲渡を行う。
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２－３－８　コロンビア農業牧畜研究所（ICA）

（１）概要

ICA は農業・牧畜に係る研究機関として、1962 年の 1562 号法令によって設立された。

その使命は、農作物、家畜などの安全性を確保し、コロンビアの農業ビジネスを保護する

ことにある。

同研究所も本プロジェクトにおける研究・普及には直接関与しないが、プロジェク卜で

開発する新系統を登録していく際には、その申請先となる機関である。そのため、実施機

関、協力機関としては位置づけないが、プロジェクト活動においては、情報共有をしてい

くことになると思われる。

（２）主な活動

ICA の主な活動は次に示すとおりである。

①植物保護

植物種保護、品種改良、生産品質などについて政策、計画、プログラム等を企画、

準備、モニタリングすること。

②動物保護

家畜、乳製品に係る保護、品質診断などを行う。

③分析・診断

研究設備にて動植物の分析、品質診断などを行う。

④漁業・養殖

漁業及び養殖に係る管理、研究などを行う。

⑤国境保護

国境、空港などにおける農畜産物の検疫を行う。

⑥規制

２－４　稲作生産の現状

今回の調査においては、プロジェクト開始後のパイロット地区を想定しているトリマ県イバゲ

市の稲生産者連合会（FEDEARROZ）の普及センターと、生産農家を視察した。

その結果を以下に記す。

FEDEARROZ の普及センターには、技術相談室、簡単な調査室、種子倉庫、農薬倉庫、農機具

会社窓口、保険会社窓口などがあり、20 名ほどが勤務している。試験圃場はそこから車で 1 時

間ほどの同じトリマ県のサルダーニヤ（Saldaña）にあるが、今回は時間の都合で訪問できなかっ

た。その周辺は小規模生産者が多いとのことである。また、イバゲにも約 1,000 人の国内避難民

定着のための小規模稲作地（計 500ha）があるという情報も得たが、安全上の理由から視察でき

なかった。

イバゲはコロンビアで 3 つに分かれているアンデス山脈の中央山脈と東山脈の聞の谷に位置し

ており、中央山脈の麓に位置している。市の中心部は西の最も高い部分にあり、そこから東～東

南方向に向けて傾斜があり、そこに多くの水田が扇状地として広がっている。上から下までの距

離が 25km ある堂々とした扇状地である。年間降雨量は約 1,200mm。
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図２－６　上空から見たイバゲ（写真の横幅 = ほぼ 40km）

今回の調査では、扇状地の比較的上の方に圃場をもっている 3 農家（Farm 1：Nocolas 氏、

Farm 2：Juan 氏、Farm 3：Felix 氏）を対象に、その貯水池も含めて視察し、農家自身からの聞き

取りを行った。それらの農家では緩傾斜地に低い畦をつくり、田越し灌漑を行っていた。基本的

に週に 2 回ほど十分に土壌を灌水する間欠灌漑である。扇状地の下方にはより平坦な場所での水

田造成もあるらしいが今回の調査はそこまでは及ばなかった。

（１）耕種概要

①ディスクプラウ、ブレイクハローによる整地

②小明渠掘り機（レーザー）とローラー型畦成形機（Taypa）による一時的畦づくり

レーザー利用の小畦畔づくり 畦成形機

－ 18 －



畦成形後 生育状況

③ドリルシーダーによる乾土直播、同時施肥（P，K）

④接触型除草剤散布（ブロワー）

⑤窒素追肥（手持ちブロワー）

⑥選択型除草剤散布（必要であれば）

⑦普通型コンバイン収穫

（２）品種

基本的にインディカ半矮性の水稲品種。茎が太く頑健な印象。イバゲの主品種は当初聞い

ていた Fedearoz733 ではなく Fedearroz60 であった。

（３）土壌

基本的に Ultisol でシルトに富む沖積土である。土層を観察した場所（Farm 2：Juan 氏）で

は表土が 20cm ほどしかなく、その下に密度の高い礫層がある。表面にも多くの礫が散在し
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ていた。

（４）用水管理

週に 2 回、1 回 1.5 ～ 2 日かけてかけ流し灌漑する。灌漑をしていない日には土壌表面が

乾燥する。

（５）収量の変動

周年で播種・収穫しているが、日射の影響で乾期の終わりに収穫する 3 月と 9 月の収量

がいくぶん高い。平均としてそれぞれ 8.5t/ha と 9.5t/ha であり、一方、収量の低い季節は

7.5t/ha である。年変化をみると水の利用可能性の影響が大きく、エルニーニョである 2009
年 5 月には 5t/ha にまで下がっている。〔FEDEARROZ の用いる収量の単位は籾付きで、収穫

時水分量（20％程度）の値である。〕

（６）問題

・過剰播種量（200kg/ha）
・過剰施肥（200kgN/ha）
・低い水利用効率

（７）収益概算（米ドル換算）（N 農家）

・収入： 収量 7,500kg/ha。1kg 当たり 0.49 ドルで 3,660 ドルの収入。そのうちコストが 2,750
ドルで、差引 910 ドルの収益。しかし借地の場合、そこから 500 ドルを差し引くの

で、410 ドル /ha となる。

・コスト：�計 2,750 ドル（土地代 560、肥料 700、機械燃料費 250、コンバイン収穫経費 250、
除草剤 200、殺虫剤 50、人件費 100、管理費 100、その他 590）（投入資材の 43 ～

45％が肥料代）。

（８）AMTEC
FEDEARROZ は AMTEC と呼ばれる総合栽培技術の開発・普及を進めており、その農家圃

場も視察できた。技術コンポーネントは以下のようなものである。

・レーザーを用いた Typa（等高線畦）づくり

・資材の節減 種子量を 200kg/ha から 100kg/ha に

・施肥量の削減（最適施肥量については試験中）

（９）輪作体系（ダイズ、マングビーン、牧草地）

・場所によっては炭酸イオンが蓄積しているところもあり、硫黄の施用を試みている。

・総合病害虫管理（IPM）、総合水管理（IWM）を行っている。

・収量は季節によるが、6 ～ 7t/ha や、8 ～ 10t/ha である。
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第３章　評価結果

３－１　５項目評価

本章では、現地調査の結果を踏まえて、評価５項目による事前調査結果として分析、評価す

る。

３－１－１　妥当性

本プロジェクトは次の理由から妥当性が高いと判断される。

① 　コロンビア政府は農業セクターについて経済・社会の両面の視点から重要なセクターと

位置づけており、特に、⑴ゲリラ活動などによる避難民の土地回復の支援、⑵自由貿易協

定（FTA）で影響を受ける可能性のある農民への支援を目的としたプログラム（AgroIngreso 
Seguro）による生産量増加と競争力強化、⑶農業・農村開発省のプレゼンスの強化、の 3 つ

を重要取り組み課題と認識している。稲作は農村における主要な生産作物であるとともに、

避難民の農村部への帰還後の対象作物としての観点からも、重要な位置づけにあり、コロン

ビア政府の政策と高い整合性が確認される。

② 　日本の「対コロンビア共和国　国別援助方針」（2013 年 3 月）においては、「貧富の格差、

産業の多様化・競争力の強化やゲリラ組織との紛争で発生している国内避難民の社会統合、

環境・防災といった問題に対処しつつ、より均衡のとれた持続的社会経済発展を実現するた

めのコロンビア政府の取組を支援していく」と定められている。

本プロジェク卜は、小規模農家でも適応可能な省資源型稲作技術を導入することにより、

農村と都市部の貧富の格差低減に寄与することが期待される。また、圏内避難民を中心とし

た小規模農家への農業技術支援の対象作物のひとつとしてコメが想定されていることから、

本プロジェクトが圏内避難民支援に貢献することも期待されており、援助政策との整合性は

高い。

３－１－２　有効性

本プロジェクトは次の理由から有効性が高いと考えられる。

① 　本プロジェクトでは、省資源稲作技術の開発という目標の達成に向けて、深根性のある

イネの育成系統を開発し、また、適切な施肥栽培管理技術、節水栽培技術を開発するととも

に、農民の暗黙知を共有するための技術の伝達・人材育成のシステムの構築を行うものであ

る。これらのコンポーネントはそれぞれが単独で省資源に貢献できるものであり、さまざま

なアプローチを用いてプロジェクト目標の達成をめざすことになっている。

さらに、これらを組み合わせることで更に効率的に省資源化が達成されるといえる。

② 　プ口ジェクト成果として新系統、目標として、新系統の品種登録後、コロンビア国内への

普及、そして近隣ラテンアメリカ諸国への普及が期待されている。それら社会実装に関して

は、本プロジェクトの実施機関である稲生産者連合会（FEDEARROZ）がコロンビア国内の

普及、ラテンアメリカ水稲基金（FLAR）が近隣ラテンアメリカ諸国への普及を担うことに

なる。実態として、それらの機関は、それぞれの本来業務として上記普及活動を実践してき

ており、これらの機関を、本プロジェクトの研究開発段階で参画させることで、その後の普

及体制も担保しているといえる。さらに、プロジェクト実施期間中においても、新技術が開
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発されるごとに、FEDEARROZ がすぐに国内の普及を実践することを確認している。

３－１－３　効率性

主な実施機関である国際熱帯農業センター（CIAT）、FEDEARROZ、FLAR は、稲作技術研究

において、既に連携体制が確立されており、また、オフィスも同一敷地内にあることから、調

整もスムーズにいくと判断され、効率的な実施が期待される。

３－１－４　インパクト

本プロジェクトの実施を通じて次のようなインパクトが期待できる。現時点ではネガティブ

なインパクトは想定されない。

① 　本プロジェクトの実施により作出された新系統をもとに、コロンビア側の自助努力によ

り、新品種が開発され、登録される。

② 　開発された新品種を含む省資源型稲作技術がコロンビア国内、その他ラテンアメリカ諸

国へ普及する。これは、実施機関である。

FEDEARROZ、FLAR の本来業務でもあり、プロジェクト終了後も、彼らの自助努力が

期待される。

３－１－５　自立発展性

本プロジェクトの自立発展性については、以下の理由により、本プロジェクトの効果はプロ

ジェクト終了後も持続されるものと期待できる。

① 　本プロジェクト終了後の普及活動は、生産者組合である FEDEARROZ や非政府組織

（NGO）である FLAR が、本来業務としての活動の中で実施することを想定している。こ

のように、既存の民間や NGO の本来業務としての活動を組み込んでおり、無理のない設

計となっている。

② 　 FEDEARROZによるコロンビア国内での活動は稲生産者より徴収する国家稲基金（FNA）

等の資金を用いて活動することになるが、この資金は、２－３－３で述べたとおり法律で

定められており、これまでその徴収に大きな問題はなく、比較的安定しているといえる。

③ 　また、本プロジェクトで開発する技術は、現在のコロンビアの稲作農業における非効率

性を改善するものであり、生産者のニーズに合致したものである。

３－１－６　結　論

プロジェクト実施の評価を妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性の５項目の視

点からレビューを行った。その結果、それぞれの項目においていずれも高い評価の結果となっ

た。

３－２　環境社会配慮・貧困削減・ジェンダー

（１）環境配慮面

本プロジェクトでは、施肥量の削減や水資源の有効利用などを企図しており、環境面に配

慮した稲作となっている。特に、施肥量の削減により、余剰養分による地下水汚染の軽減が

期待され、また、適切な水管理と組み合わせることによる、過酸化窒素の発生抑制といった
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正のインパクトが期待されている。過酸化窒素の発生抑制については、本プロジェクトとは

別に、CIAT が日本の農林水産省と共に環境影響評価の研究を行うこととしており、同研究

との連携も期待される。

（２）社会配慮面

本プロジェクトの対象地域であるイバゲ等では、国内避難民や投降兵士の帰還先があり、

将来的にそれらの地域における帰還民の生計手段として同稲作技術が用いられることが期待

されており、避難民の農村地区への定着に寄与することが期待されている。

（３）ジェンダ一面・貧困削減面

対象農民への技術普及段階においては、営農分野におけるジェンダーごとの役割分担等に

ついて、よく検討することが必要である。普及を担う FEDEARROZ では、女性のスタッフ

も多く、適切なジェンダー配慮が期待される。

３－３　研究企画所感

（１）地球規模課題対応国際科学技術協力（SATREPS）の仕組みの徹底

SATREPS は JICA がこれまでコロンビアに対して実施してきた主に技術移転を目的とする

技術協力プロジェクトとは異なり、コロンビアの現場で問題となっている地球規模課題（コ

メの生産増による食料安全保障の強化）の解決のために、わが国とコロンビアの研究者によ

る共同研究によって問題の解決を図り、対応技術を開発して、現地への社会実装を更に進め

る（技術普及）ことを目的とする研究協力である。その中では、相手国研究者のわが国の大

学への留学を通じた学位取得（特に博士学位が重要）やわが国の若手研究者や大学院生の相

手国への派遣による現地での研究等を通じた両国の人材育成が実施できる。今回の詳細設計

策定調査では、このような仕組みを相手国に対して数度にわたり説明し、相手国も理解した

ように思われる。しかし、現地調査においては、あたかも現場の問題が直ちに解決されてコ

メ生産の競争力が強化されるがごとき強い期待を感じることがしばしば起こった。そのた

め、技術開発は重要であるが、第一義的には研究成果を挙げることが求められる研究協力で

あることを相手国、特に行政機関である農業・農村開発省に対して、徹底して理解させるこ

とが必要であると思われる。

（２）コロンビアの稲作の実態を踏まえた共同研究の必要性―本研究協力が対象とする稲作農家―

コロンビア稲生産者連合会（FEDEARROZ）の説明によれば、コロンビアの 1 戸当たり稲

作面積は 1 ～ 2,000ha（平均 20ha）で、栽培規模によって、小規模（10ha 以下）、中規模（10
～ 50ha）、大規模（50ha 以上）と分けられている。今回の調査では、栽培面積別の農家戸数

割合のデータは得られなかった。灌漑水田は 63.2％、天水田 36.8％。全稲作農家数 21,800
戸、そのうち機械化農家 12,400 戸である。FEDEARROZ 加盟戸数は 15,000 戸であるので、

機械化していない農家も加盟していると推察される。最も大きな生産阻害要因は水と肥料。

水は天水に頼るほか、河川水やため池の水を使う。肥料は生産コストの 43 ～ 45％で、割合

として最も大きい。FEDEARROZ は現在ある栽培技術の普及により生産性向上と生産コスト

の削減を図る大規模技術適用プログラム（AMTEC）活動を実施しており、現地視察に入っ
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たイバゲでは、通常栽培に比較して、施肥と水の適切な管理によって生産コストの削減が

みられていると説明を受けた。農家の本プロジェクトに対する期待は AMTEC の技術に加え

て、水と肥料のより適切な管理、新品種及び技術移転による生産コストの更なる削減と自由

貿易協定（FTA）に対抗できる競争力の強化の実現ということである。

SATREPS の本プロジェクトで取り組む研究は生産現場を踏まえた研究である。第一義的

には研究成果を挙げることであるが、社会実装の面では、現場に適応できる技術の開発まで

もっていく必要がある。上記のように、わが国と違って小規模から大規模まで多様な稲作経

営がある中で、どの経営規模を対象とするのか、すなわちターゲットをどのレベルの農家に

置くのかを明確にして、取り組む必要があろう。あるいは生産規模ごとに研究目標の設定が

必要になるかも知れない。イバゲで訪問した農家は 180ha、300ha など大規模、機械化農家

であったが、今回治安上の問題で訪問できなかった小・中規模農家、及び水田、天水田、陸

稲の栽培実態を追加調査したうえで、プロジェクトとしてのターゲットを絞り込む必要があ

ると思われる。

（３）国際熱帯農業センター（CIAT）の水稲栽培条件と現地の条件の違いの明確化

CIAT は 1967 年設立の国際農業研究機関のひとつで、現在は Science to cultivating change を

目標として研究している。本プロジェクトに提供される構内水田は 1 区 8m × 20m、9 区画

の水田で、耕土層 40cm である。均一栽培としてトウモロコシの 2 回作付けにより土壌肥沃

度を低レベルで一定水準として窒素施肥標準量、その 1/2 量、無窒素の 3 処理区、及び間断

灌漑の組み合わせで、深根性に関わる機能型の遺伝子 Dro1 を交配によって導入した IR64 品

種（Dro1-NIL）の栽培試験を行い、モノリス法で根の形態調査を計画している。同じ試験を

東京大学の田無圃場でも実施し、結果を比較することとなっている。この試験結果は、生育

予測モデルを中心とする収量予測モデルの開発のパラメータとして使い、このモデルがコロ

ンビアにおける本プロジェクトで開発した栽培技術の普及における主要コンポーネントとな

る可能性が高い。

今回現地調査したイバゲの大規模天水田・灌漑水田の土壌条件と CIAT 圃場の条件は全く

異なるように見受けられた。気象条件も異なることが予想される。そこで、コロンビアの稲

栽培条件をまずしっかり調査して、栽培条件の類型化を行うことが必要ではないかと考え

る。その類型化に従って、CIAT で開発した技術の普及を図るための戦略を構築することが

できるようになると期待される。収量予測モデルであれば、その構築プロセスの中で現地の

環境条件をどのようなパラメータとして利用するか検討することは当然であるが、モデルの

適用性についてもいわゆる ground truth を行い、より適用性の高いものにすることが重要で

あると考える。また、上記（２）とも関連するが、ターゲット農家を特定したうえで、そこ

での栽培試験を実施してパラメータとなる数値データを間違いなく取ることも提案したい。

（４）農業・農村開発省及び農家の期待に応える研究計画タイムラインの設定

農業・農村開発省は、FTA 締結下にあって 6 年後には関税撤廃予定であるので、とにかく

早くコメの競争力を強化したいと考えている。イバゲにある FEDEARROZ 及び参加農家の

考えも同じであると思われる。そのためには、現在の生産コストからみて水利用効率と施肥

効率の改善がまず第一である。本プロジェクトで提案している流域レベルでの水利用効率の
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改善、精密農業の実施及びイネ個体の根構造の改善による水利用、肥料利用効率の向上な

ど、取り組む課題には意味があり、それぞれ重要であるが、現場への普及、相手国関係者の

期待に対する応えを考慮した場合に、どの課題から解決していくかをよく検討し、解決に要

する年限をも考慮した研究実施のタイムラインを構築することが必要であろう。品種開発・

普及は、本調査の中でも、5 年のプロジェクト期間内では難しいことが議論され、相手国研

究機関の納得が得られたように思われる。それならば、何をもって現場に裨益する技術と

し、プロジェクト期間内にその開発を行うのか。ターゲット農家の絞り込み、栽培環境条件

の把握とともにまず第一に検討すべきである。

また、コメの競争力強化に関し、上記の意見は生産コストの削減を目標としたものであ

る。コロンビアにおけるコメの消費者価格の決定要因、その中に占める生産コストの割合な

どを精査し、何をもって競争力強化が実現できるかについても情報収集と分析及び相手国関

係者との意見の一致を見ておく必要があろう。

（５）人材育成の促進

SATREPS は人材育成に特徴がある。博士学位取得が目的であれば、JICA 長期・短期研修

の対象とならない場合でも、国費留学生として招聘することが可能である。また、コロンビ

アにおける現地調査では、わが国から若手研究者や大学院生を派遣してフィールド研究の経

験を積ませることもできる。特にわが国ではフィールドを対象とする研究者の不足が顕著に

なってきているので、このプロジェクトでは人材育成の仕組みを大いに活用して育成に努め

てもらいたい。

３－４　団長所感

（１）実施体制について

本プロジェクトにおいてはコロンビア側が 5 機関、日本側が 4 機関と多くの機関が実施機

関として参加することになるが、既に国際熱帯農業センター（CIAT）と日本側研究者間で

は事前の調整が十分進んでおり、また、CIAT が中心となってコロンビア側実施機関の調整

も行われている。実施機関が多数存在することにおける調整は今後も必要ではあるが、現在

のところ、後述の（３）を除き、実施体制上の大きな懸案事項は見受けられない。

（２）コロンビア政府の関与について

実施体制上の懸案事項としては、主管官庁である農業・農村開発省（MARD）の関与が少

なかったことであった。そのため、本調査においては、MARD の主体的な関与を引き出す

ことを目的のひとつとした。

本調査における協議を通じ、MARD は本プロジェクトを、省の重要政策のひとつである

小規模農家への支援に資するものとして認識し、大きな関心を示した。そして、MARD 自

体は政策策定が主な業務であり、実際のプロジェクト実施には直接の関与はできないため、

MARD 傘下にあるコロンビア農牧業開発機構（CORPOICA）やコロンビア農牧研究所（ICA）

等の関係機関をプロジェク卜の協力機関として参加させたい意向を確認した。これらのこと

から、一定の主体性は確認できたと思われる。

一方、これら関係機関が果たす役割については、MARD から明確な提示はなく、各機関
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とも具体的な調整がなされていないことも判明した。例えば CORPOICA に関しては、現段

階で CORPOICA 側に参画の意思はないことを確認しており、MARD がコロンビア内関係機

関の調整を行わない段階での一方的な提案であると考えられる。

このように、各機関の意思に反して、また、役割を明確化しない状態で参加機関を増やす

のは、プロジェクト実施運営上、混乱を生むことが懸念される。また、これら機関の参加は

プロジェクト目標達成の必要条件ではないため、現時点では協力機関としての位置づけるこ

とは避け、今後、コロンビア側で調整を行い、各機関の役割と本プロジェクトへの貢献が明

確にされた後に、協力機関としての位置づけを検討すべきであると思われる。

（３）供与機材の所有、維持管理について

本プロジェクトにおいては、供与機材は MARD に供与されるが、実際に使用するのは

CIAT、FEDEARROZ になる。そのため、機材供与は MARD が所有権を有するものの、その

使用権は CIAT、または FEDEARROZ に移転し、維持管理等に必要な費用は各使用機関が負

担することで、各機関の合意を得た。これについては、今後、MARD、CIAT、FEDEARROZ
間で協定を結び（協定の結び方についてはコロンビア側で今後検討する）、その責任範囲な

どを文書にて明確にすることを確認した。なお、供与機材の通関手続きや、各種免税手続き

については、CIAT 自身も国際機関として免税特権を有していることから、CIAT が無税通関

手続きを実施することも可能であり、その申し出も CIAT からあったが、本プロジェクトは

日本との技術協力協定に基づき実施されることから、原則、MARD による手続きを実施す

ることとする。

（４）プロジェクトのターゲッ卜層について

本プロジェクトの実証サイトはトリマ県とメタ県の 2 カ所であるが、これは、FEDEAR-
ROZ が事務所を有するとともに、活動を重点的に展開している地域ということで、選定さ

れている。これら地域は中～大規模の先進農家が農業を行っており、各種開発された農業技

術をパイロット的に導入し試行していくには先進農家を対象とするのは適切と考えられる。

一方、MARD、コロンビア国際協力庁（APC-Colombia）からは、本プロジェクトの位置づ

けを「小規模農家支援」とする強い意向が示されているため、それら開発される技術は小規

模農家でも活用可能なものとなるようにする必要がある。研究企画所感にもあるように、今

回の調査においては、時間の都合上、小規模農家の視察はできず、営農状況については調査

できなかった。今後、引き続き日本側研究機関で情報収集を進め、プロジェクト開始当初に

はベースライン調査等を実施し、小規模農家の現状を把握したうえで、導入する技術につい

ての調整を行うことが必要と考えられる。

３－５　討議議事録（R/D）の署名について

本調査終了後、ミニッツ（M/M）の内容をもとに、R/D の内容について精査が行われ、2014 年

2 月 11 日に署名を行った。（付属資料３参照）
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１．調査日程

２．M/M

３．R/D



調査団日程

Date 研究総括 評価分析 総括
科学技術計画・
評価

研究主幹
JST研究者メン
バー

AM

PM

AM

PM

AM
移動（空路）
Bogota - Cali

JICA事務所
APC表敬

PM CIAT協議
MADR表敬
FEDEARROZ表
敬

AM
移動（空路）
Bogota－Cali

PM
関係機関との
協議、調査

AM

PM

AM

PM

移動（空路）
Ibague －
Bogota －Cali

移動（空路）
Ibague-Bogota

AM

PM

AM 資料整理 資料整理

PM
移動（空路）
Cali-Bogota

資料整理

AM

PM

AM

PM

AM

PM

AM

PM

AM

PM

AM

PM

移動（空路）
Cali - Bogota
（帰路）Bogota
発

AM

PM

AM

PM

AM

PM

AM

PM

AM

PM

CIATと追加協
議

資料整理

移動（空路）本邦発 - ボゴタ着

移動（空路）本邦発 - ボゴタ着

CIAT,FEDEARR
OZ, FLAR,
UNIVALLE協議

移動（空路）Cali - Bogota -
現地調査
FEDEARROZ とパイロット農家と

Bogota発 - 本邦9月13日着　（総括はブラジルへ）

調査団合流
（9/1～9/6）

19 11-Sep Wed
M/M署名

18 10-Sep Tue
M/M, R/D協議
M/M, R/D協議

17 9-Sep Mon
M/M, R/D協議
M/M, R/D協議

16 8-Sep Sun
団内打ち合わせ
団内打ち合わせ

7-Sep Sat
資料整理
移動（空路）Cali - Bogota

15

CIAT視察、協議（CIAT、FEDEARROZ、FLAR、APC）

14 6-Sep Fri

CIAT視察、協議（CIAT、FEDEARROZ、FLAR、APC）

CIAT視察、協議（CIAT、FEDEARROZ、FLAR、APC）

13 5-Sep Thu
移動（空路）Bogota - Cali

12 4-Sep Wed
FEDEARROZ事務所（Ibague)訪問、協議、パイロット農家圃場視察
移動（空路） Ibague - Bogota

11 3-Sep Tue
キックオフミーティング　(MADR, CIAT, FEDEARROZ, APC, JICA)
移動（空路）Bogota - Ibague

10 2-Sep Mon
8:30 JICA Office:安全ブリーフィング
14:00 農業農村開発省（MADR)　協議

9 1-Sep Sun
団内打ち合わせ
団内打ち合わせ

7 30-Aug Fri

8 31-Aug Sat

5 28-Aug Wed

6 29-Aug Thu

3 26-Aug Mon

4 27-Aug Tue

JST mission

2 25-Aug Sun

JICA mission

1 24-Aug Sat
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